
 

 

 

 

令和４年度 第２回三朝町総合教育会議日程 

 

 

日 時 令和５年２月 27日（月） 

午前９時 

                  場 所 三朝町総合文化ホール 国際交流室 

 

１ 開    会 

 

 

２ 挨    拶 

   三 朝 町 長  松浦 弘幸 

           三朝町教育長  西田 寛司 

 

 

３ 議事録署名委員の指名 

 

 

４ 協議事項  （１）ＩＣＴの活用について 

        （２）その他 

 

５ 報告事項  （１）部活動の地域移行について 

        （２）いじめ問題について 

        （３）その他 

 

６ そ の 他 

 

 

７ 閉    会 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ＩＣＴを活用したとっとり授業改革推進事業 研究発表会  

開催要項 

 

１ ねらい   

ＧＩＧＡスクール構想に係る新しい「とっとりの学び」の実現に向け、ＩＣＴを活用し

た授業を公開することを通し、今後の県内の各学校におけるＩＣＴ活用教育のさらなる充

実を図る。 

 

２ 日 時                                                            

令和４年１１月２４日（木） 午後１時３０分から午後１６時５０分まで  

 

３ 会 場 

【授業公開】三朝町立三朝小学校、三朝町立三朝中学校 

【実践発表・講演会】三朝町総合文化ホール 

 

４ 日 程                                                                       

時 間 内  容 

13:00～13:30 

 

13:30～14:20 

 

 

14:15～14:45 

 

14:45～15:50 

 

15:55～16:45 

 

 

16:45～16:50 

 

受付（各学校） 

 

公開授業：三朝小学校（13:30～14:15） 

三朝中学校（13:30～14:20） 

 

休憩・移動 

 

実践発表 

 

指導助言および講演会 

鳥取県 ICT活用教育アドバイザー 西田 光昭 氏 

 

諸連絡・閉会 

 

５ 対象者   

  ・小・中・義務教育学校教職員 

・各市町村（学校組合）教育委員会指導主事等及びＩＣＴ支援員 

 

６ 申込方法【締切：令和〇年〇月〇日（〇）】 

  ・右記ＱＲコードから Google Formsでお申込ください。 

    申込ＵＲＬ： 

※「公開授業のみ」、「公開授業、指導助言及び研修会」の参加の仕方が 

選択できます。オンラインで参加の場合は、協議には参加できません。 

 

７ その他 

・新型コロナウイルス感染症感染予防のため、マスク着用にてご参加ください。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況等により、内容の変更、中止等もあり得ま

県教育委員会
が申込 QR コ
ードを作成し
ます 
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す。その場合は、連絡いたします。 

 

【授業者一覧】 

○三朝町立三朝小学校（１３：３０～１４：１５） 

クラス 教 科 授 業 者 単元名 

３年Ｂ組 社会 川本 隆之 くらしを守る 火事からくらしをまもる 

４年Ａ組 総合 山根 伶香 みんながくらしやすい町に 車いす 

５年Ａ組 

５年Ｂ組 
体育 

江本 大希  

山本 和哉 
みんなでトライ！！（タグラグビー） 

６年Ａ組 総合 眞山 貴彰 Self driving ～誰もが住みよい社会～ 

 

 

〇三朝町立三朝中学校（１３：３０～１４：２０） 

クラス 教 科 授 業 者 単元名 

１年１組 英 語 門脇 陶子 Our Project２ この人を知っていますか 

１年２組

１年Ｂ組 
美 術 小松亜希恵 鉛筆で描く「トリックアートに挑戦しよう」 

１年Ａ組

２年Ａ組 
国 語 

矢田麻古人 

山根 彰仁 
伝統文化に親しむ 

２年１組 理 科 竹本 佳紀 電流とその利用 

２年２組 社 会 宍戸 聖人 関東地方 

３年１組 体 育 竹本 翔一 器械運動（マット運動） 

３年２組 数 学 早田  晶 図形と相似 

 

【実践発表】（１４：４５～１５：５０） 

学校名 発表テーマ 発表者 

三朝町立三朝小学校 ２年間の取組と成果 研究主任      澁谷 雄志 

三朝町立三朝中学校 ２年間の挑戦 

情報教育主任    竹本 佳紀 

GIGA スクール担当 小松亜希恵 

生徒会担当     竹本 翔一 
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４年A組　総合的な学習の時間学習指導案

三朝町立三朝小学校
指導者　山根　伶香
場　所 ４年A組教室

１　単元名　みんながくらしやすい町に

２　本時の学習
（１）目標
　写真を整理し、車椅子を使う人の視点で話し合うことで、バリアやバリアフリーについて自分
の考えをもつことができる。（思考力・判断力・表現力等）

（２）評価規準

十分満足できる 概ね満足できる
支援を要する児童生徒への手

立て

写真をもとに車椅子を使う人
の視点で見たバリアやバリア
フリーについて根拠を示しな
がら、伝え合っている。

写真をもとに車椅子を使う人
の視点で見たバリアやバリア
フリーについて自分の考えを
もっている。

写真の一部を拡大して着目
させたり、複数の写真を比較
させたりする。

（３）ＩＣＴ活用のポイント
・タブレットを用いて、自分たちの身の回りのバリアやバリアフリーを撮影することを通して、情
報収集する力を高める。
・撮影してきた写真をロイロノートで整理することを通して、もっと広い視野で車椅子視点で見た
バリアやバリアフリーについて考える。
・タブレットを用いることで、根拠を示しながら伝え合う。

（４）学習過程

学習活動 教師の働きかけ（〇）や評価（☆） ＩＣＴ活用

1 めあてを確認する。

2 写真を整理する。
・家
・公共施設
・店
・道路

3 話し合う。
・班
・全体で

車椅子を使う人にとってのバリ
アやバリアフリーについて考えよ
う。

〇バリアとバリアフリーに分けて整
理させる。
・班で相談しながら進めるように助
言する。
・教師が撮ってきた写真も各班に
配布する。

〇整理した写真をもとに、思ったこ
とや考えたことなどを話し合わせ
る。
☆写真をもとに車椅子を使う人の
視点で見たバリアやバリアフリーに
ついて自分の考えをもっている。

・週末に身の回りのバリア
とバリアフリーを撮影して
いる。（B5）

・ロイロノートの共有を使っ
て作業を行う。
（C2）

・画面ミラーリングを行い、
話し合ったことを発表す
る。（C1）
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4 まとめる。

5次時の見通しをもつ。

（行動観察）

〇話し合って気づいたことや考え
たことをまとめるように促す。

・ロイロノートに考えをまと
め、提出する。
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学
校
部
活
動
及
び
新
た
な
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
在
り方

等
に
関
す
る

総
合
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
【概
要
】

〇
少
子
化
が
進
む
中
、
将
来
に
わ
た
り
生
徒
が
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸
術
活
動
に
継
続
し
て
親
し
む
こ
と
が
で
き
る
機
会
を
確
保
す
る
た
め
、
速
や
か
に
部
活
動
改
革
に
取
り
組

む
必
要
。
そ
の
際
、
生
徒
の
自
主
的
で
多
様
な
学
び
の
場
で
あ
っ
た
部
活
動
の
教
育
的
意
義
を
継
承
・
発
展
さ
せ
、
新
し
い
価
値
が
創
出
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
重
要
。

〇
令
和
４
年
夏
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
部
活
動
の
地
域
移
行
に
関
す
る
検
討
会
議
の
提
言
を
踏
ま
え
、
平
成

30
年
に
策
定
し
た
「
運
動
部
活
動
の
在
り
方
に
関
す
る
総
合
的
な

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
及
び
「
文
化
部
活
動
の
在
り
方
に
関
す
る
総
合
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
統
合
し
た
上
で
全
面
的
に
改
定
。
こ
れ
に
よ
り
、
学
校
部
活
動
の
適
正
な
運
営
や

効
率
的
・
効
果
的
な
活
動
の
在
り
方
と
と
も
に
、
新
た
な
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
を
整
備
す
る
た
め
に
必
要
な
対
応
に
つ
い
て
、
国
の
考
え
方
を
提
示
。

〇
部
活
動
の
地
域
移
行
に
当
た
っ
て
は
、
「
地
域
の
子
供
た
ち
は
、
学
校
を
含
め
た
地
域
で
育
て
る
。
」
と
い
う
意
識
の
下
、
生
徒
の
望
ま
し
い
成
長
を
保
障
で
き
る
よ
う
、

地
域
の
持
続
可
能
で
多
様
な
環
境
を
一
体
的
に
整
備
。
地
域
の
実
情
に
応
じ
生
徒
の
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸
術
活
動
の
最
適
化
を
図
り
、
体
験
格
差
を
解
消
す
る
こ
と
が
重
要
。

令
和
４
年

12
月

（
主
な
内
容
）

・
教
師
の
部
活
動
へ
の
関
与
に
つ
い
て
、
法
令
等
に
基
づ
き
業
務
改
善
や
勤
務
管
理

・
部
活
動
指
導
員
や
外
部
指
導
者
を
確
保

・
心
身
の
健
康
管
理
・
事
故
防
止
の
徹
底
、
体
罰
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
根
絶
の
徹
底

・
週
当
た
り
２
日
以
上
の
休
養
日
の
設
定
（
平
日
１
日
、
週
末
１
日
）

・
部
活
動
に
強
制
的
に
加
入
さ
せ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る

・
地
方
公
共
団
体
等
は
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸
術
団
体
と
の
連
携
や
保
護
者
等
の
協
力

の
下
、
学
校
と
地
域
が
協
働
・
融
合
し
た
形
で
の
環
境
整
備
を
進
め
る

教
育
課
程
外
の
活
動
で
あ
る
学
校
部
活
動
に
つ
い
て
、
実
施
す
る
場
合
の
適
正
な
運

営
等
の
在
り
方
を
、
従
来
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
内
容
を
踏
ま
え
つ
つ
示
す
。

Ⅰ
学
校
部
活
動

（
主
な
内
容
）

・
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
運
営
団
体
・
実
施
主
体
の
整
備
充
実

・
地
域
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
振
興
担
当
部
署
や
学
校
担
当
部
署
、
関
係
団
体
、
学
校
等
の

関
係
者
を
集
め
た
協
議
会
な
ど
の
体
制
の
整
備

・
指
導
者
資
格
等
に
よ
る
質
の
高
い
指
導
者
の
確
保
と
、
都
道
府
県
等
に
よ
る
人
材
バ

ン
ク
の
整
備
、
意
欲
あ
る
教
師
等
の
円
滑
な
兼
職
兼
業

・
競
技
志
向
の
活
動
だ
け
で
な
く
、
複
数
の
運
動
種
目
・
文
化
芸
術
分
野
な
ど
、
生
徒

の
志
向
等
に
適
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
確
保

・
休
日
の
み
活
動
を
す
る
場
合
も
、
原
則
と
し
て
１
日
の
休
養
日
を
設
定

・
公
共
施
設
を
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
で
使
用
す
る
際
の
負
担
軽
減
・
円
滑
な
利
用
促
進

・
困
窮
家
庭
へ
の
支
援

学
校
部
活
動
の
維
持
が
困
難
と
な
る
前
に
、
学
校
と
地
域
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
り

生
徒
の
活
動
の
場
と
し
て
整
備
す
べ
き
新
た
な
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
在
り
方
を
示
す
。

Ⅱ
新
た
な
地
域
ク
ラ
ブ
活
動

新
た
な
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸
術
環
境
の
整
備
に
当
た
り
、
多
く
の
関
係
者
が
連
携
・

協
働
し
て
段
階
的
・
計
画
的
に
取
り
組
む
た
め
、
そ
の
進
め
方
等
に
つ
い
て
示
す
。

Ⅲ
学
校
部
活
動
の
地
域
連
携
や

地
域
ク
ラ
ブ
活
動
へ
の
移
行
に
向
け
た
環
境
整
備

（
主
な
内
容
）

・
ま
ず
は
休
日
に
お
け
る
地
域
の
環
境
の
整
備
を
着
実
に
推
進

・
平
日
の
環
境
整
備
は
で
き
る
と
こ
ろ
か
ら
取
り
組
み
、
休
日
の
取
組
の
進
捗
状
況
等

を
検
証
し
、
更
な
る
改
革
を
推
進

・
①
市
区
町
村
が
運
営
団
体
と
な
る
体
制
や
、
②
地
域
の
多
様
な
運
営
団
体
が
取
り
組
む

体
制
な
ど
、
段
階
的
な
体
制
の
整
備
を
進
め
る

※
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
が
困
難
な
場
合
、
合
同
部
活
動
の
導
入
や
、
部
活
動
指
導
員
等

に
よ
り
機
会
を
確
保

・
令
和
５
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
の
３
年
間
を
改
革
推
進
期
間
と
し
て
地
域
連
携
・

地
域
移
行
に
取
り
組
み
つ
つ
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
可
能
な
限
り
早
期
の
実
現
を

目
指
す

・
都
道
府
県
及
び
市
区
町
村
は
、
方
針
・
取
組
内
容
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
を
周
知

（
主
な
内
容
）

・
大
会
参
加
資
格
を
、
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
会
員
等
も
参
加
で
き
る
よ
う
見
直
し

※
日
本
中
体
連
は
令
和
５
年
度
か
ら
大
会
へ
の
参
加
を
承
認
、
そ
の
着
実
な
実
施

・
で
き
る
だ
け
教
師
が
引
率
し
な
い
体
制
の
整
備
、
運
営
に
係
る
適
正
な
人
員
確
保

・
全
国
大
会
の
在
り
方
の
見
直
し
（
開
催
回
数
の
精
選
、
複
数
の
活
動
を
経
験
し
た
い

生
徒
等
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
機
会
を
設
け
る
等
）

学
校
部
活
動
の
参
加
者
だ
け
で
な
く
、
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
参
加
者
の
ニ
ー
ズ
等
に

応
じ
た
大
会
等
の
運
営
の
在
り
方
を
示
す
。

Ⅳ
大
会
等
の
在
り
方
の
見
直
し

※
Ⅰ
は
中
学
生
を
主
な
対
象
と
し
、
高
校
生
も
原
則
適
用
。
Ⅱ
～
Ⅳ
は
公
立
中
学
校
の
生
徒
を
主
な
対
象
と
し
、
高
校
や
私
学
は
実
情
に
応
じ
て
取
り
組
む
こ
と
が
望
ま
し
い
。
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公立中学校等における部活動改革に係る鳥取県の対応について 

 

１ 鳥取県の検討状況 

 令和４年８月２４日 鳥取県運動部活動在り方検討会 

 令和４年９月２２日 運動部活動の地域移行に係る検討状況説明会 

 

２ 鳥取県の方向性 

（１）可能なところから休日の運動部活動を段階的に地域での活動に移行していく。 

（２）休日の地域での指導を希望する教員は、地域スポーツ団体に属する指導者又は指導を派遣する 

団体に登録し、派遣先からの要請に基づき指導にあたる。 

（３）学校の部活動として継続する場合、指導時間は「勤務時間の上限に関する方針」の範囲内とす 

る。 

（４）平日の地域への移行については、進捗状況や国の動向を踏まえた上で、改めて方針を検討する。 

（５）単に地域での活動に移行するのではなく、新たに地域に整備し充実を図ることを目的として進 

める。 

 

３ 地域における新たなスポーツ環境の構築のスケジュール 

（１）令和５年度から７年度を「改革集中期間」と位置付ける。 

（２）各市町は、域内の関係者による検討会を設置する。 

 

４ 地域におけるスポーツ指導者の質・量の確保方策 

（１）県スポーツ協会と県において、指導を望む教職員を指導者として登録・管理し、派遣を行うシ 

   ステムを構築する。 

（２）地域スポーツ団体の指導者に後任スポーツ指導者資格の取得を義務づける。 

（３）現在、部活動指導員や外部指導者を配置している部については、休日の地域スポーツ団体の指 

   導者としての協力を検討する。 

 

５ 地域におけるスポーツ施設及び用具の確保方策 

（１）地域移行の一環として、地域スポーツ団体等が学校施設等を利用する場合は、一般の学校開放 

の利用団体より優先して利用することができることとする。 

（２）地域移行の一環として、中学生のスポーツ活動を行う地域スポーツ団体については、部活動で 

使用している用具を使用することについて市町村で検討する。 

 

６ 大会の在り方、引率や運営に係る教員の負担軽減 

（１）地域スポーツ団体の大会への参加の可否は、鳥取県中学校体育連盟が判断する。 

（２）地域スポーツ団体で活動しており、学校に部がない場合は、中学校体育連盟主催の大会への参 

加は、学校としての出場ではなく、地域クラブ単位の出場とし、引率等についても地域スポー 

ツ団体で行うこととする。ただし、学校長が学校代表としての出場を認める場合は、この限り 

ではない、 

（３）地域スポーツ団体で活動しており、学校に部がない場合は、中学校体育連盟主催の大会役員を 

学校として出すことはせず、地域スポーツ団体から大会役員を出すこととする。 

（４）地域スポーツ団体と部活動の両方で活動している生徒の大会への参加については、参加する生 

徒が選択するものとする。ただし、選択したものを途中で変更することはできない。 

 

７ 地域スポーツにおける保険及び会費等の在り方 

（１）地域スポーツ団体等の活動は、学校教育活動としての部活動ではないため、スポーツ振興セン 

ターの災害給付制度の対象とならない。怪我や事故等の発生への対応のため、スポーツ安全保 

険等傷害保険へ必ず加入すること。 
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（２）保険料については、原則、受益者負担とする。ただし、経済的に困窮している家庭への支援は、 

市町村で検討すること。なお、市町村が補助する場合は、県としても経費の一部を補助する方 

向で検討する。 

（３）指導者の謝金については、原則、受益者負担とするが、当面の間、市町村において支援策（謝 

   金の一部補助等）を検討する。 

（４）合同部活動の実施や地域で対応することができない競技種目に参加する場合で、活動場所が遠 

方となり、保護者による送迎が困難な生徒への支援については、生徒の安全面と機会確保のた 

め、市町村において支援策（スクールバス等の運用）を検討する。 

 

８ 高校入試 

（１）中学校においては、部活動と地域スポーツ団体での活動の両方について生徒の活動状況の把握 

に努める。 

（２）入試における、部活動の代わりに地域スポーツ団体での活動を行っている生徒の活動の記録等 

の調査書等への記入については、今後、県教育委員会において取扱い及び記入について検討し 

示すこととする。 

 

９ その他 

（１）部活動の加入については、強制加入としない。 

（２）部活動の設置は任意とし、学校長の判断で設置しない場合もあることとする。 

（３）県において、外部指導者の単独指導について検討する。 

（４）合同部活動として実施する場合は、当該学校の校長の許可を得た上で判断し、その活動は、部活 

動として位置づけて行うこととする。拠点とならない学校の顧問の引率は不要とする。 

 

１０ 鳥取県地域移行スケジュール（案） 

年月 県教委及びスポーツ課 市町村及び中体連 

令和 4 年 9 月 ○県中学校長会への説明会 ○地教委への検討状況説明会 

令和 4 年 10 月 ○地域移行ｽｹｼﾞｭｰﾙの周知 

○教職員、生徒、保護者ｱﾝｹｰﾄの実施 

○地域移行協議会の設置及び開催 

令和 4 年 11 月 ○第 5 回検討会 ○中体連において、令和 5 年度参加要件を加

盟校に通知 

令和 5 年 2 月 ○兼職兼業の取扱いを学校へ通知  

令和 5 年 4 月  ○兼職兼業の取扱い運用開始 

○地域移行が可能な部において、地域での活

動を開始 
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三朝町いじめの防止等のための基本的な方針 

 

平成２６年６月１８日公表 

 

はじめに 

いじめが全国的に大きな社会問題となる中、平成２５年６月にいじめ防止対策推進

法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）が制定され、同年９月２８日に

施行されました。 

本町では、いじめの未然防止や早期発見・早期対応に向け、これまで「三朝町いじ

め対策指針」の策定、心理検査の実施などの様々な対策を講じてきましたが、この度

の法の制定を契機により一層の充実を図っていきます。 

この三朝町いじめの防止等のための基本的な方針（以下「町方針」という。）は、

三朝町内の全ての児童生徒が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組む中で、

学びの質を高めながら心豊かに成長していくことができるよう、国、県、学校、家庭、

地域社会その他の関係者の連携の下、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期

発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）の対策を総合的かつ効果的に推進する

ための基本的な方針を定めるものです。 

 

Ⅰ いじめの定義 

いじめは、児童生徒に対して、一定の人間関係にある他の児童生徒によって行わ

れる心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるもの

を含む。）で、対象になった児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいいます。（法

第２条第１項） 

 

Ⅱ いじめに対する基本的な認識 

１ いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その

心身の健全な成長及び人格の形成に重要な影響を与えるのみならず、その生命又

は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものです。 

２ いじめは、人間として絶対に許されない卑怯な行為です。 

３ いじめは、どの児童生徒にも、どの学校でも起こりうる可能性のあるものです。 

４ いじめは、全ての児童生徒に関係する問題であり、児童生徒がいじめを行わず、

いじめを認識しながら放置することがないよう、児童生徒のいじめ問題に対する

理解を深めることが大切です。 

５ いじめの防止や解決は、学校だけではなく、児童生徒、家庭、地域、関係機関

等がそれぞれの立場からその責務を果たし連携して取り組むことが大切です。 

６ 子ども社会の問題は大人社会の問題の反映とも言われます。いじめの問題もこ

の例外ではなく、大人たちが「心豊かで安全・安心な社会をつくる」という認識

の共有が不可欠です。 

 

Ⅲ いじめの防止等に関する方針等 

１ 三朝町における取組 

(１) いじめの防止等のための対策を、三朝町教育事業計画の主要課題に位置づ

け、着実に取り組むとともに、機能しているかを点検し、必要に応じて見直

します（ＰＤＣＡサイクル）。 

(２) 全ての教育活動を通じた道徳教育及び体験活動等の一層の充実を図ります。
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（法第１５条第１項） 

(３) 児童生徒が自主的に行ういじめの防止等に資する活動を支援します。（法第

１５条第２項） 

(４) いじめの防止等のための対策に関する教職員の資質の向上を図るため、研

修を計画的に実施します。（法第１８条第２項） 

(５) インターネット等を通じて行われるいじめの防止等のための対策の一層の

推進を図ります。（法第１９条） 

(６) いじめの防止等に関する調査研究を行うとともに、その成果を普及します。

（法第２０条） 

(７) いじめが子どもたちの心身に及ぼす影響、いじめを防止することの重要性、

いじめに関する相談・救済制度等についての広報や啓発を行います。（法第２

１条） 

 

２ 学校における取組 

(１) 児童生徒が、友人や教職員と信頼できる関係の中、安心・安全な学校生活

を送り、規律正しい態度で主体的に活動できることがいじめ防止の基本であ

ると考え、魅力ある学校づくりに努めます。 

(２) 各学校において、「三朝町立○○学校いじめ防止基本方針」を策定し、年間

を通じた総合的ないじめの防止等のための計画案を作成し、いじめ防止に向

けた取組の一層の充実を図ります。その際は、国の「いじめの防止等のため

の基本的な方針」、「鳥取県いじめの防止等のための基本的な方針」、町方針を

参酌します。（法第１３条） 

(３) 個々の教職員が抱え込まず組織で対応できるよう、各学校に設置する「校

内いじめ対策委員会」等を中心に、学校をあげていじめの防止等に取り組み

ます。（法第２２条） 

(４) 「三朝町立○○学校いじめ防止基本方針」等いじめの防止等に関する方針

を、児童生徒、保護者、地域等に説明します。（法第１５条第２項） 

(５) いじめに直面したときに、適切な行動ができる児童生徒の育成をめざしま

す。 

(６) 児童生徒自らが、いじめの問題性に気づき、考え、防止に向けて行動を起

こせるような自主的な取組を推進します。（法第１５条第２項） 

(７) 全ての教育活動を通じた道徳教育及び体験活動等の充実を図ります。（法第

１５条第１項） 

(８) いじめの防止等に関する校内研修を企画・実施します。（法第１８条第２項） 

(９) インターネットを通じて行われるいじめの防止等のための対策の充実を図

ります。（法第１９条） 

(10) いじめ防止は、人権を守る取組であり、教職員全員が研ぎ澄まされた人権

感覚を持って児童生徒の指導に当たります。 

 

３ 家庭における取組 

(１) 保護者は、子どもたちへの第一義的責任を有します。その保護する児童生

徒がいじめを行うことのないよう、児童生徒に対し規範意識を養うための指

導その他必要な養育・指導を行うよう努めます。（法第９条第１項） 

(２) 保護者は、国、地方公共団体、学校設置者及びその設置する学校が講ずる

いじめの防止等のための措置に協力するよう努めます。（法第９条第３項） 

10
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(３) 保護者は、いじめに関わる心配等がある場合には、家庭だけで悩まず、積

極的に学校や関係機関等との連携をとるよう努めます。 

 

４ 関係機関等の取組 

児童生徒の健全な成長を願って取組を行う機関や団体等においても、いじめの

防止等のための取組を推進します。 

 

５ 地域等の取組 

いじめは、校外においても行われることもあり、その際には声をかけたり、学

校へ連絡したりする等、地域として児童生徒を温かく見守る取組を推進します。 

 

Ⅳ いじめへの対処に関する方針等 

１ 三朝町における取組 

(１) いじめに関する相談を受ける体制を充実させるとともに、相談窓口関係機

関での連携を図ります。（法第１６条第２項） 

(２) 学校におけるいじめ事案に対応するため関係機関が連携して「子どもの悩

みサポートチーム」を編成し、専門性を発揮することで問題の解決を図りま

す。なお、チームを編成するに当たっては専門的な知識及び経験を有する第

三者の参加を図り、公平性・中立性が確保されるように努めます。 

(３) いじめを受けた児童生徒のみならず他の児童生徒が安心して教育を受けら

れるようにするため、いじめを行った児童生徒の保護者に対し、当該児童生

徒の在籍する学校を所管する教育委員会が出席停止を命じることがあります。

（法第２６条） 

 

２ 学校における取組 

(１) いじめの早期発見のための定期的な調査を実施します。（法第１６条第１

項） 

(２) 在籍する児童生徒がいじめを受けていると思われるときには、速やかにい

じめの有無等の確認をしその結果を学校の設置者に報告します。（法第２３条

第２項） 

(３) いじめを確認した際には、いじめをやめさせ、及び再発を防止するため、

専門的な知識を有する方々の協力を得ながら、いじめを受けた児童生徒や保

護者に対する支援及びいじめを行った児童生徒に対する指導又はその保護者

に対する助言を継続的に行います。（法第２３条第３項） 

(４) いじめを行った児童生徒については、いじめを受けた児童生徒が使用する

教室以外の場所において学習を行わせる等、いじめを受けた児童生徒のみな

らず他の児童生徒が安心して教育を受けられるようにするための措置を講じ

ます。（法第２３条第４項） 

(５) いじめを受けた児童生徒の保護者といじめを行った児童生徒の保護者との

間で争いが起こらないよう配慮します。（法第２３条第５項） 

(６) いじめが犯罪行為として取り扱われるべきと認めるときは、所轄警察署と

連携して対処します。特に児童生徒の身体又は財産に重大な被害が生じるお

それがあるときは、直ちに所轄警察署に通報し、援助を要請します。（法第２

３条第６項） 

(７) 校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、いじめを行った児童
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生徒に対し適切に懲戒を加える場合があります。（法第２５条） 

 

Ⅴ 重大事態への対処等 

１ 三朝町における取組 

(１) いじめにより在籍する児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ

た疑いがあると認められる等、法第２８条に規定する重大事態その他いじめ

が原因と考えられる児童生徒の重大な事故が発生した場合には、速やかに学

校設置者又は学校の下に調査のための組織を設け、調査を行います。（法第２

８条第１項関連） 

(２) 町長は、学校から教育委員会を通じて(１)の重大な事故が発生した旨の報

告を受け、必要があると認めるときは、「三朝町いじめ問題検証委員会」を設

置し、(１)の調査結果について再調査を行う（法第３０条第２項）とともに、

第三者的な視点から、関係者の了解の下に、いじめの実態の検証・解決に取

り組みます。 

(３) なお、(１)～(２)の組織を編成するにあたっては、適切にいじめ問題に対

処する観点から、児童生徒やその保護者の意向を尊重しながら、専門的な知

識及び経験を有する第三者の参加を図り、公平性・中立性が確保されるよう

に努めます。 

(４) (１)の調査の結果について町長が再調査を行った際は、その結果を議会に

報告します。（法第３０条第３項） 

(５) 重大事態の調査の結果を踏まえ、重大事態への対処又は同種の事態の発生

の防止のために必要な措置を講じます。（法第３０条第５項） 

 

２ 学校における取組 

(１) いじめにより在籍する児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ

た疑いがあると認められる等の場合には、学校設置者又はその学校は、調査

のための組織を設け、速やかに調査を行います。（法第２８条） 

(２) 重大事態が発生した際には、町教育委員会を通じて町長に報告します。（法

第２９条第１項、第３０条第１項、第３１条第１項） 

 

Ⅵ 取組の検証等 

１ 学校は、いじめの防止等に向けた取組について定期的に検証します。 

 

２ 町は、いじめの防止等に向けた取組の検証を随時行い、三朝町教育事業計画の

主要課題に反映させながら、改善に努めます。 

 

Ⅶ その他 

町は、この町方針が教育現場において十分生かされるよう、鳥取県からいじめの

防止等に関する資料や情報の提供を随時受けます。 
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        連携                      結果報告・情報提供 

 

 

 

 

                   諮問           報告 

 

 

     報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

                諮問 

 

 

                報告 

 

     報告 

 

                     ※調査委員会委員とは、別の者で委嘱 

 

 

 

三朝町教育委員会 

学 校       （児童生徒の）保護者 

 
・必要に応じて外部人材を加えて構成 

 

 

 

 

 
 

・法第 28 条第 1 項による事実関係の

調査を行うための組織 

弁護士・警察署・児童相談所・小中

学校長・人権擁護委員・民生児童主任

委員等で構成 

いじめ問題調査委員会（５名） 

三朝町長 

議 会 

校内いじめ対策委員会（設置済） 

重大事態報告、調査依頼 

 

 
 

・法第 30 条第 2 項による事実関係の

再調査を行うための組織 

弁護士・精神科医・臨床心理士・児

童相談所・学識経験者等で構成 

いじめ問題検証委員会（５名） 

重大事態に対する、いじめ防止対策推進法を踏まえた本町の対応フロー図 

必要と認める場合 

13



14



15


	スライド番号 1

